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各（介護予防）特定施設入居者生活介護事業所　管理者　様

各（介護予防）認知症対応型共同生活介護事業所　管理者　様
福岡市保健福祉局高齢者・障がい者部高齢者施策推進課長　
（在宅サービス指導係）　
事業所における福祉用具の費用負担の取扱いについて（通知）
入居者が利用する福祉用具の費用につきましては，原則として，入居者ではなく，事業者が負担しなければならないところ，入居者に負担を求めているという不適切な取扱いが見受けられます。つきましては，今後は，別紙のとおり取り扱っていただきますようお願い致します。
この通知以後，不適切な取扱いを行っている場合は，利用者への費用の返還等の指導対象となりますので，申し添えます。

　なお，個々の福祉用具の費用負担の取扱いについて疑義がある場合は，下記までお問い合わせください。
	【連絡先】

福岡市保健福祉局高齢者・障がい者部

高齢者施策推進課　在宅サービス指導係

電　話：(092)711-4257　　ＦＡＸ：(092)726-3328

E-mail：kaigo-shido@city.fukuoka.lg.jp


（別紙）
事業所における福祉用具の費用負担の取扱いについて

（介護予防）特定施設入居者生活介護，（介護予防）認知症対応型共同生活介護を受けている場合は，福祉用具貸与について，介護保険の適用が認められていないことから，入居者が事業所における生活を行う上で必要となる福祉用具については，原則として，事業所の負担で準備することが予定されている。
したがって，下記のような事例は不適切であるので，今後，適切な運営を行うこと。

（不適切な例）

①　事業所が福祉用具を準備せずに，入居に際して，入居者に福祉用具の購入を求めること。

②　事業所が福祉用具を準備するが，毎月のリース料を請求するという形式で，入居者へ負担を求めること。
③　在宅生活時に福祉用具貸与を利用していた者の入居に際して，事業所に当該福祉用具がないこと，準備ができないこと等を理由に入居を断ること。
④　入居者が従来利用していた福祉用具を持参すること，入居者が自発的に希望の福祉用具を購入して持参することを制限するものではないが，事業所から入居者の意に反して当該行為を求めること。
　ただし，以下のような場合については，入居者にその費用負担を求めても構わない。

①　計画作成担当者等による適切なアセスメントの結果，入居者に必要とされる福祉用具よりも高い機能を有する別の福祉用具を入居者が希望する場合（当該福祉用具の利用が必要でないと事業所側が判断したにもかかわらず，入居者が希望する場合）
②　事業所が入居者に対して必要と判断し，福祉用具を準備しているにもかかわらず，入居者が好みにより，別製品の福祉用具の利用を希望する場合

また，入居者へ福祉用具の負担は，いかなる形式であれ，求めてはならないものであり，例えば，事業所が入居者からリース料等を受領するという形式ではなく，入居者と福祉用具業者間で契約等を行わせ，結果として，当該福祉用具の費用の負担が事業所でなく，入居者になる形式による取扱いも不適切である。

なお，簡易ベッドについては，介護保険の福祉用具貸与の対象ではないが，通常，介護サービスを行う上で必要となる最低限度のものは事業所で用意することが予定されており，その取扱いは上記の福祉用具と同様に取り扱うこと。
